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７ 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業 

  ① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

30年度の総費用に占める

職員給与費比率 

元年度 
千円 

9,017,687  

       千円 

1,139,634  

     千円 

911,858  

           ％ 

10.1  

                ％ 

10.8  

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 212,550 千円を含まない。 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ  

 

 

 

 

(参考)市町村平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当  期末･勤勉手当 
計 

Ｂ 

元年度 
人 

177 

千円 

653,377 

千円 

195,653 

千円 

275,378 

千円 

1,124,408 

千円 

6,353 

千円 

6,165 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、令和２年３月 31 日現在の人数です。 

 

  ② 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

横須賀市（水道事業） 42.3 歳 309,210 円 401,793 円 

団 体 平 均 44.2 歳 339,529 円 512,723 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、各年４月１日現在における職員の基本給の平均です。 

      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤 

務手当などのすべての諸手当の額を合計したものです。 

 

  ③ 職員の手当の状況 

    ア 期末手当・勤勉手当 

横須賀市（水道事業） 横須賀市（一般行政職・団体平均等） 

１人当たり平均支給額（令和元年度） 

1,556 千円 

１人当たり平均支給額（令和元年度） 

1,651 千円 

（令和元年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

 2.60月分      1.90 月分 

(1.45)月分    (0.90)月分 

（令和元年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

 2.60月分      1.90 月分 

(1.45)月分    (0.90)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

    役職加算  5～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

    役職加算  5～20％ 

 (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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    イ 退職手当（令和２年４月１日現在） 

横須賀市（水道事業） 横須賀市（一般行政職・団体平均等） 

（支給率）     自己都合      勧奨・定年 

勤続 20年    19.6695 月分  24.586875 月分 

勤続 25年    28.0395 月分  33.27075  月分 

勤続 35年    39.7575 月分  47.709    月分 

最高限度額    47.709  月分  47.709    月分 

その他の加算措置 ： なし 

  

1人当たり平均支給額   該当なし   22,608千円 

（支給率）     自己都合      勧奨・定年 

勤続 20年    19.6695 月分  24.586875 月分 

勤続 25年    28.0395 月分  33.27075  月分 

勤続 35年     39.7575 月分  47.709    月分 

最高限度額    47.709  月分  47.709    月分 

その他の加算措置 ： なし 

 

1人当たり平均支給額 3,739 千円    21,174千円 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

    ウ 地域手当（令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（令和元年度決算） 68,645 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 388 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全地域  10 ％ 177 人 10 ％ 

      

   エ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度決算）                       2,199 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）                       25,871 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）                          48.0 ％ 

手当の種類（手当数）                       ７  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（元年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

停水執行手当 停水執行担当職員 停水執行業務  0 千円 １件当たり200円 

特殊作業手当 技術職員 給配水管の漏水修理等作業 436 千円 日額200円 

終日・交替制勤務手当 交替制勤務職員 交替制勤務職員の夜勤従事 1,263 千円 １勤務当たり1,800円 

用地交渉特別手当 用地管理担当職員 用地等の取得交渉に従事 0 千円 
日額180円（17時15分

以降230円） 

下水道管内検査・ 

清掃特別手当 
技術職員 

下水道管等の検査、汚物清掃

業務 
1 千円 

日額 新設管150円 

使用中の管等300円 

汚物附着機器清掃 

150円 

上記以外汚物清掃 

300円 

自宅待機手当 技術職員 業務命令による自宅待機 0 千円 
日額450円 

（休日1,800円） 

時間を単位とする 

特殊勤務手当 
全職員 

勤務時間外に災害対応等の

業務に従事 
499 千円 １時間当たり2,280円 
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オ 時間外勤務手当  

支給実績（令和元年度決算） 37,511 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）       236 千円 

支給実績（平成30年度決算） 40,582 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 30年度決算）       254 千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度・30年度決算）」と同じ年度の４

月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含む。  

 

    カ その他の手当（令和２年４月１日現在）  

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の 

制度と異なる 

内容 

支給実績 

(令和元年度決算)
 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

（令和元年度決算） 

扶 養 手 当      

配偶者            7,700円 

同じ  

 

  18,231 千円     272,108 円 

配偶者以外の扶養親族 

 子   10,100円 

父母等  7,700円 

配偶者のない職員の扶養親族のう

ち1人 

子   11,600円 

父母等  7,700円 

扶養親族でない配偶者がある場合

のうち1人 

子  10,100円 

父母等  7,700円 

満16歳の年度初めから満22歳の年

度末までの子等の扶養親族(加算) 

 5,500円 

住 居 手 当      

自己所有住宅 

                 15,800円 

借家・借間  支給限度額 

30,900円 

同じ  

 

  31,817 千円     250,525 円 

通 勤 手 当      

通勤距離２km以上に支給 

交通機関利用者：運賃相当額  

支給限度55,000円 

交通用具利用者：通勤距離に応じ

て支給 

    支給限度31,600円 

同じ  

 

  20,208 千円     121,733 円 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち規則で指定する職、級にある

者に対して支給 

８級（部長） 110,000円 

７級（次長）  85,000円 

６級（課長）  75,000円 

５級（課長補佐） 60,000円 

同じ  

 

  14,843 千円     824,600 円 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として、午後10時

から翌日午前5時までの間に勤務

することを命じられた職員に支給 

時間外勤務手当基礎額×25/100×

夜間勤務時間数 

同じ  

 

   2,200 千円     157,117 円 

 


